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2012 年までの 10 年間、中国は大きな経済成長を遂げ、GDP 成長率は平均して
10％前後を維持してきた。しかし、 GDP 成長率は 2012 年には 7.8％へと急激に下







中国においては、2002 年から 2007 年まではデフレから脱却して不動産業の拡大
















まった。2013 年における非金融債務の利息が、当年度の名目 GDP 増加分の 2 倍に相










平均した金利を約 8.1％から 7.5％に引き下げれば、2016 年の金利負担額は現在の




















































































１．「介護ビジネスの罠」  ２．「おひとりさまの最期」  ３．「アクティブ・デス 真快和尚の死の選択」  
４．「２０５０年 超高齢社会のコミュニティ構想」  ５．「多縁社会」  ６．「寺院消滅」 
 

























２．「おひとりさまの最期」  上野千鶴子著  朝日新聞出版  ２０１５年１１月３０日 




































３．「アクティブ・デス 真快和尚の死の選択」  川越厚著  岩波書店  １９９７年７月７日 




























４．「２０５０年 超高齢社会のコミュニティ構想」  若林靖永・樋口恵子編  岩波書店  ２０１５年８月２５日 







































５．「多縁社会」  篠原聡子他著  東洋経済新報社  ２０１５年８月３０日 














６．「寺院消滅」  鵜飼秀徳著  日経 BP社  ２０１５年５月２５日  












































京津冀（北京・天津・河北）一体化の考え方は、第 11 次五カ年規画（2006～2010 年）
や第 12 次五カ年規画（2011 年～2015 年）にも盛り込まれていたが、省市に跨る計画
で地方政府間の調整がうまく行かず、実質的な進展はなかった。 











衡水、滄州、泰皇島、廊坊、張家口、承徳の 11 地級市からなる、区域面積約 21.6 万平




    「京津冀一体化」では交通と物流（通関を含む）の一体化が先行するようである。14
年 1 月、北京市交通局は「北京交通発展綱要 2014～2030」において、交通インフラ整
備に関する目標を盛り込むと発表した。また、14 年 5 月、税関総署は通関業務の一体
化に関する「京津冀税関区域通関一体化にかかる改革方案」を発表した。これは京津冀
2 市 1 省をひとつの関税地域とみなし、地域内の企業は自由に通関地を選択できる。通
関一体化改革は 14 年 7 月 1 日に北京税関、天津税関で先行実施され、9 月から石家庄
税関が実施した。 






    北京市基礎施設投資有限公司の「北京市都市地下鉄・都市鉄道建設計画（2014－2020）」
が 9 月 28 日、国家発展改革委員会と住宅・都市農村建設部の認可を受けたことによ
り、北京は今後 5 年で、初の北京・天津・河北省をつなぐ路線や新交通システム APM
（Automated People Mover）などを含む地下鉄 12 路線を建設する。北京の地下鉄の
総延長は現在の 527 キロから 998.5 キロに延びる。 





    また、1 枚の IC カードがあれば、北京・天津・河北エリアでの相互利用が可能とな
る。2017 年までに、同エリアの市バスと地下鉄の「共通 IC カード」の相互利用実現
させる計画。 
    空港に関しては、2019 年までに北京新空港が完成する。北京・天津・河北省には 4 つ






北 3 エリアの主要空港の統一管理と一体化運営が実現することになった。 
    物流面では 8 月 17 日に、国家発展改革委員会が「現代物流重大プロジェクトの実現
に関する通知」を公布、この中で「京津冀地域の一体化」に向けた物流強化を重点にお
く考えを打ち出した。2014 年 7 月に開通した「京津冀貨物急行列車」は、この 1 年間
で、3 億 3000 万点、計 780 万トンの貨物を輸送した。この列車は北京、天津、河北省
の 140 以上の県・市のほか、山東省や山西省の一部の県・市をカバーしている。 



















 （３）教育・就職の 3 地域平等化 






 （４）3 地域の文化資源共有 







る。15 年 4 月、3 地域の観光当局は、観光における迅速な連携を実現するべく共同会
議を開催し意見を交わした。 
 （５）大気汚染改善 
























「京津冀一体化」への金融面の支援として 2015 年から 2017 年にかけ、2 兆 1 千億元
を融資すると発表した。また、これらは交通一体化、生態環境保護、産業のグレードア
ップと移転に重点的に配分するという。 








































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 ▲0.7 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
2011 年 9.2 13.9 17.1 5.4 24.0 1549 20.3 24.9 1.1 9.7 13.6 14.3 
2012 年 7.7 10.0 14.3 2.7 20.7 2303 7.9 4.3 ▲10.1 ▲3.7 13.8 15.0 
2013 年 7.7 9.7 11.4 2.6 19.4 2590 7.8 7.2 ▲8.6 5.3 13.6 14.1 
7 月  9.7 13.2 2.7 20.2 178 5.1 10.8 1.2 24.1 14.5 14.3 
8 月  10.4 13.4 2.6 21.4 285 7.1 7.1 -11.7 0.6 14.7 14.1 
9 月 7.8 10.2 13.3 3.1 19.6 152 -0.4 7.4 -16.8 4.9 14.2 14.3 
10 月  10.3 13.3 3.2 19.2 311 5.6 7.5 -8.2 1.2 14.3 14.1 
11 月  10.0 13.7 3.0 17.6 338 12.7 5.4 -9.3 2.3 14.2 14.2 
12 月 7.7 9.7 13.6 2.5 17.2 256 4.3 8.6 -3.4 -42.6 13.6 14.1 
2014 年 7.4 8.3 12.0 2.0 15.2 3824 6.1 0.4 4.41 14.2 12.2 13.6 
1 月    2.5 19.8 319 10.5 10.8 -8.6 -4.5 13.2 14.3 
2 月    2.0  -230 -18.1 10.4 1.3 4.0 13.3 14.2 
3 月 7.4 8.8 12.2 2.4 17.3 77 -6.6 -11.3 6.1 -1.5 12.1 13.9 
4 月  8.7 11.9 1.8 16.6 185 0.8 0.7 0.5 3.4 13.2 13.7 
5 月  8.8 12.5 2.5 16.9 359 7.0 -1.7 8.4 -6.6 13.4 13.9 
6 月 7.5 9.2 12.4 2.3 17.9 316 7.2 5.5 10.3 0.2 14.7 14.0 
7 月  9.0 12.2 2.3 15.6 473 14.5 -1.5 14.0 -17.0 13.5 13.4 
8 月  6.9 11.9 2.0 13.3 498 9.4 -2.1 5.2 -14.0 12.8 13.3 
9 月 7.3 8.0 11.6 1.6 11.5 310 15.1 7.2 9.4 1.9 11.6 13.2 
10 月  7.7 11.5 1.6 13.9 454 11.6 4.6 8.7 1.3 12.1 13.2 
11 月  7.2 11.7 1.4 13.4 545 4.7 -6.7 -8.6 22.2 12.0 13.4 
12 月 7.3 7.9 11.9 1.5 12.6 496 9.5 -2.3 6.1 10.3 11.0 13.6 
2015 年             
1 月    0.8  600 -3.3 -20.0 2.2 -1.1 10.6 14.3 
2 月    1.4  606 48.3 －20.8 49.8 0.1 11.1 14.7 
 3 月 7.0 5.6 10.2 1.4 13.1 31 -15.0 -12.9 0.3 1.3 9.9 14.7 
4 月  5.9 10.0 1.5 9.6 341 -6.5 -16.4 2.9 10.2 9.6 14.4 
5 月  6.1 10.1 1.2 9.9 595 －2.4 －17.7 －14.0 8.1 10.6 14.3 
6 月 7.0 6.8 10.6 1.4 11.6 465 2.8 －6.3 4.6 1.1 10.2 14.4 
7 月  6.0 10.5 1.6 9.9 430 －8.4 －8.2 9.6 5.2 13.3 15.7 
8 月  6.1 10.8 2.0 9.1 602 －5.6 －13.9 23.9 20.9 13.3 15.7 
9 月 6.9 5.7 10.9 1.6 6.8 603 －3.8 －20.5 5.2 6.1 13.1 15.8 
10 月  5.6 11.0 1.3 9.3 616 ー7.0 ー19.0 2.5 2.9 13.5 15.6 
11 月  6.2 11.2 1.5 10.8 541 －6.8 －8.9 27.7 0.0 13.7 15.3 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの
貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
